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研究要旨 

本研究においては、緊急避妊薬のスイッチＯＴＣ化に備えて、薬局等における適正販売

に資する薬剤師の研修の在り方（研修受講者、研修の形態、受講者の管理等）を検討した。

スイッチＯＴＣ化後は薬局の薬剤師に加えて店舗販売業の薬剤師を受講対象とする必要

がある。また勤務先機関に拘らず広く薬剤師が受講することが望ましい。研修の形態は、

速やかに全国各地の薬局又は店舗販売業において販売可能な体制とするため、（公社）日

本薬剤師研修センターの e-learning システムによる受講形態が適している。研修修了者

及びその勤務先情報を公表するための管理は、研修修了者からの申請に基づいて厚生労

働省が情報の管理・更新等を行うことが適切である。

A．研究目的 

現在、緊急避妊薬は「処方箋医薬品」とし

て、医師の診察を受けた上で処方箋に基づ

き薬局等で調剤・交付される必要がある。緊

急避妊薬が効果を発揮するためには、性交

から 72 時間以内の服用が求められるとこ

ろ、その交付までのプロセス及び時間的制

約のため、緊急避妊薬を必要とする方に十

分に届いていないとの指摘が従来からされ

ており、第５次男女共同参画基本計画や骨

太の方針等において、そのアクセス改善、具

体的にはそのスイッチＯＴＣ化について、

政府として検討することが求められてきた。 

これを受け、令和５年 11 月から、緊急避

妊薬をスイッチＯＴＣ化するに当たり指摘

された諸課題（年齢制限の要否、プライバシ

ーの確保のあり方、薬剤師による対面販売

時の留意点、産婦人科医との連携のあり方

等）及びその対応策等について調査・分析す

るため、厚生労働省医薬局医薬品審査管理

課委託事業（令和 5 年度は「緊急避妊薬販

売に係る環境整備のための調査事業」、令和

6・７年度は「緊急避妊薬の適正販売に係る

環境整備のための調査事業」）として、緊急

避妊薬の一部薬局における試験的販売事業

（（公社）日本薬剤師会受託、）が実施されて

いる。当該事業の中間報告においては、緊急

避妊薬のスイッチＯＴＣ化に向けた重要な

課題として「妊娠の有無を如何に薬剤師が

確実に判断するか（緊急避妊薬を服用する

時点で妊娠が成立している場合、避妊効果

が無いばかりか、服用した安心感により望

まない妊娠の中絶機会を逸するおそれがあ

る）」という点が指摘された。当該事業にお

いては、その後、薬剤師が販売可否判断を円

滑に実施するために販売プロトコルの見直

しと、販売にあたる薬剤師に対して追加的

研修が実施された。 
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このような背景から、本研究においては、

緊急避妊薬のスイッチＯＴＣ化に備えて、

上述した事業を通じて得られた知見等に基

づいて、薬局等における適正販売に資する

薬剤師の研修の在り方を検討した。 

 

B．研究方法 

緊急避妊薬のスイッチＯＴＣ化に当たり

薬剤師が受講する研修として、どのような

研修が望ましいかを検討した。具体的には、

研修受講者の対象（薬局薬剤師に限定すべ

きか等）、研修の形態、研修修了者の管理方

法等について検討した。 

 

C．結果 

１．研修受講者について 

 前述した緊急避妊薬の試験的販売事業は

人を対象とする医学系研究として実施され

ており、「人を対象とする生命科学・医学系

研究に関する倫理指針」を遵守した研究計

画に基づいて、販売する薬局は限定されて

いる（令和 5 年度は 145 薬局、令和 6 年度

は 339 薬局）。仮にスイッチＯＴＣ化が認め

られた場合、現在は処方箋医薬品である緊

急避妊薬（レボノルゲストレル錠）が、要指

導医薬品に指定される可能性が高く、また、

すべての薬局、及び、薬剤師を配置する医薬

品店舗販売業において、販売することが可

能となる。そのため、研修受講者を薬局の薬

剤師に限定することは適切ではなく、店舗

販売業の薬剤師を受講対象に含める必要が

ある。 

上記事業を踏まえると、スイッチＯＴＣ

化された後、緊急避妊薬を取り扱う薬局又

は店舗販売業においても、研修を修了した

薬剤師による販売が行われる体制が求めら

れることが想定されるが、一方で、緊急避妊

薬の特性を鑑みると、緊急避妊薬を取り扱

わない薬局又は店舗販売業においても薬剤

師が緊急避妊薬に係る医学・薬学的知見を

有していることが望ましい。そのため、当該

研修は、勤務先の機関に拘わらず、広く薬剤

師が受講できる研修とすることも有用であ

る。 

 
２．研修の形態について 

令和元年度に開始された「オンライン診

療に伴う緊急避妊薬の調剤」に係る研修（以

下、「オンライン診療に伴う調剤の研修」と

する。）は、各都道府県薬剤師会が主催者と

なり、各都道府県において年１回程度の頻

度で研修会（開催形態は、対面又はオンライ

ン）が開催されている。当該研修を修了した

薬剤師は現在約 4 万人いるが、全国の薬局

数が約 6 万軒であることを考えると、十分

な人数とは言えない。仮にスイッチＯＴＣ

化が認められて全国で一斉に販売可能とな

った場合、購入希望者が各地の薬局又は店

舗販売業に買い求めに行くことになるため、

速やかに全国各地の薬局又は店舗販売業に

おいて、販売可能な体制が構築されること

が望ましい。 

全国的に多数の薬剤師が速やかに受講可

能となる受講形態としては、オンラインが

適しており、対面での開催は現実的ではな

い。一方、オンラインによる形態においても

受講履歴の確認方法、リアルタイムの形式

では開催頻度を高くする必要があるなど、

いくつかの課題があり、それらを解消し得

る方策としては、全国の薬剤師がアクセス

可能な e-leaning による受講が適しており、

そのプラットフォームとしては、薬剤師の

生涯研鑽において広く利用されている公益

財団法人日本薬剤師研修センターの e-

learning システムが適していると考えられ

た。 
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３．研修修了者の管理等について 

今後、緊急避妊薬のスイッチＯＴＣ化後

の販売に際し、研修を修了した薬剤師によ

る販売が要件として設定された場合、「オン

ライン診療に伴う調剤の研修」と同様に、研

修を修了した薬剤師の名簿を公表すること

が想定される。オンライン診療に伴う調剤

の研修は、原則として、緊急避妊薬を取り扱

う薬局の薬剤師が受講することとされてお

り、研修修了者名簿は勤務薬局の情報を確

認した上で主催する都道府県薬剤師会がと

りまとめて厚生労働省に報告し、厚生労働

省において都度、公表する名簿の管理・更新

が行われている。 

販売に係る研修を（公社）日本薬剤師研修

センターの e-learning システムで実施す

る場合、受講申し込み手続きは各薬剤師か

ら（公社）日本薬剤師研修センターに直接行

われ、都道府県薬剤師会を介さないことに

なる。また、受講する薬剤師の勤務先は薬局

に限定されないため、都道府県薬剤師会が

研修修了の確認や名簿を取りまとめること

は困難である。そのため、販売に係る研修を

修了した者の情報は、（公社）日本薬剤師研

修センターから厚生労働省に直接報告する

ことが適切といえる。 

なお、（公社）日本薬剤師研修センターの

e-learningシステムは、受講申し込みに際

して氏名や薬剤師登録番号等を予め登録し

ておく必要があるが、勤務先の情報等は登

録されない。また、受講者には、名簿への記

載を希望しない者（勤務先で緊急避妊薬の

取り扱いがない、医療機関勤務、休職中、等）

が含まれている可能性があり、この場合、研

修修了者を一律に厚生労働省が公表した場

合、服用までに時間的制約のある患者及び

購入希望者にとって不利益になる可能性が

ある。そのため、名簿への記載を希望する研

修修了者はその旨を厚生労働省に自ら申請

し、厚生労働省において申請者が研修修了

者であることを確認したうえで、名簿を作

成することが重要である。またその際、研修

修了者の確認が可能となるよう、研修修了

者には修了証を交付し、申請に際しては、当

該修了証に記載された日付や番号などを記

載する等の工夫が求められる。 

  

D．考察 

緊急避妊薬の販売に備えた薬剤師の研修

の在り方を検討し、研修の受講者は薬局の

薬剤師に加えて店舗販売業の薬剤師を対象

とすること、勤務先機関に拘らず広く薬剤

師が受講することが望ましいこと、研修の

形態は（公社）日本薬剤師研修センターの

e-learningシステムによる受講形態が適し

ていること、研修修了者の管理は修了者か

らの申請に基づいて厚生労働省が情報の管

理・更新等を行うことが適切であることが

導かれた。 

 
E．結論 

本研究において研修の在り方を検討した

結果、e-learning 形式に対応した研修用資

材を作成することができれば、質が確保さ

れた研修をより多くの薬剤師に提供するこ

とが可能となり、緊急避妊薬を必要とする

方に対応できる地域が全国的に拡大するこ

とが期待できる。  

 

F．研究発表 

1．論文発表 

該当なし 

 

2．学会発表 

  該当なし 
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G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

該当なし 

 

2. 実用新案登録 

該当なし 

 

3. その他 

 なし
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